
  

  

（訂正）「平成25年３月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕（非連結）」の一部訂正について 

  

当社が平成24年８月９日に公表致しました「平成25年３月期 第１四半期決算短信〔日本基準〕

（非連結）」につきまして、一部訂正がありましたので、お知らせ致します。 

なお、訂正箇所につきましては  下線を付して表示しております。 

訂正理由につきましては、平成25年９月９日付「外部調査委員会の報告書受領に関するお知らせ」

及び本日付「過年度に係る有価証券報告書等の訂正報告書の提出および過年度に係る決算短信（訂正

版）の公表について」をご参照下さい。 

  

以 上

  

    

    平成25年９月12日

各 位     

  会 社 名 

  代 表 者 名 代表取締役社長 土谷 忠彦 

  （ コ ー ド 番 号 1 8 4 7  東 証 第 一 部 ）

  問い合わせ先 財務経理部長 渡辺 直之 

  （ T E L .  0 3 － 3 8 4 5 － 8 0 9 6 ）
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【訂正前】 

１．平成25年３月期第１四半期の業績（平成24年４月１日～平成24年６月30日） 

  

  

（２）財政状態 

  

【訂正後】 

１．平成25年３月期第１四半期の業績（平成24年４月１日～平成24年６月30日） 

  

  

（２）財政状態 

  

（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期第１四半期  13,436  20.9  330  276.9  348  △32.3  208  △25.7

24年３月期第１四半期  11,111  △5.7  87  △51.4  515  186.5  280  51.4

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

25年３月期第１四半期  5.81  5.76

24年３月期第１四半期  7.82  7.77

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

25年３月期第１四半期  32,229  7,969  24.6

24年３月期  33,354  7,964  23.8

（参考）自己資本 25年３月期第１四半期 百万円7,938   24年３月期 百万円7,934

（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

25年３月期第１四半期  13,473  22.1  334  －  352  △15.6  202  △63.0

24年３月期第１四半期  11,039  △6.2  △9  －  418  164.9  547  235.7

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

25年３月期第１四半期  5.65  5.60

24年３月期第１四半期  15.25  15.16

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

25年３月期第１四半期  32,109  7,347  22.8

24年３月期  33,265  7,347  22.0

（参考）自己資本 25年３月期第１四半期 百万円7,315   24年３月期 百万円7,317
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【訂正前】 

(1）経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、震災復興需要等を背景として緩やかに回復しつつあるものの、電力

供給の制約、欧州政府債務危機等による円高の長期化やデフレの影響など、景気の先行きは不透明な状況が続いてお

ります。 

 建設業界におきましては、住宅建設は持ち直しの兆しが見られたものの、民間工事における受注・価格競争の激化

や労務費の上昇など、依然として厳しい状況が続いております。 

 このような状況のもと、当社は受注高確保のため、コア事業である「商業施設」の建築及び内改装工事に加え、住

宅や介護施設等の受注活動にも積極的に取り組んでまいりました。 

 この結果、当第１四半期累計期間の業績につきましては、売上高は134億３千６百万円（前年同期比20.9％増）と

なりました。 

 損益につきましては、商業施設の完成工事高の増加に伴い、完成工事総利益が増加したことなどにより、営業利益

は３億３千万円（前年同期比276.9％増）となりました。また、営業外収益のうち貸倒引当金の戻入れ益が大幅に減

少したことなどにより、経常利益は３億４千８百万円（前年同期比32.3％減）、四半期純利益は２億８百万円（前年

同期比25.7％減）となりました。 

  

 セグメントの業績は、以下のとおりであります。 

（建設事業） 

 受注高は142億３千７百万円（前年同期比9.6％減）となりましたが、完成工事高は前期からの繰越工事高の増加な

どにより132億６千２百万円（前年同期比21.3％増）となり、次期への繰越工事高は332億７千９百万円（前年同期比

2.5％減）となりました。そして、セグメント利益は５億１千４百万円（前年同期比97.3％増）となりました。 

  

（不動産事業） 

 不動産事業売上高は１億７千４百万円（前年同期比0.0％増）、セグメント利益は２千７百万円（前年同期比

32.3％増）となりました。 

  

(2）財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期会計期間の財政状態は、資産合計が前事業年度に比べ11億２千５百万円減少し、322億２千９百万円

となりました。 

 主な要因は、流動資産では現金預金が３億２千６百万円、受取手形・完成工事未収入金が15億８千万円減少した一

方、未成工事支出金が10億５千８百万円増加したため、10億１千８百万円減少の261億３千４百万円となりました。

固定資産では投資その他の資産（その他）が８千３百万円減少したことなどにより、１億７百万円減少の60億９千５

百万円となりました。 

 負債合計は前事業年度に比べ11億３千万円減少し、242億５千９百万円となりました。 

 主な要因は、流動負債では支払債務の減少により支払手形・工事未払金が９億５千４百万円、短期借入金が１億８

千２百万円、賞与引当金が１億８千６百万円減少した一方、未成工事受入金が１億２千１百万円、その他が４億２千

４百万円増加したため、８億２千３百万円減少の212億６千８百万円となりました。固定負債では社債が２億８千９

百万円、長期借入金が２千万円それぞれ短期への振替により減少したため、３億７百万円減少の29億９千１百万円と

なりました。 

 純資産合計は前事業年度に比べ５百万円増加し、79億６千９百万円となりました。 

 主な要因は、株主資本では期末配当を行ったことにより、１億７千９百万円減少しましたが、当第１四半期累計期

間で四半期純利益を２億８百万円獲得したため、利益剰余金が２千８百万円増加しました。一方、株式等含み益の減

少により評価・換算差額等が２千４百万円減少しました。 

 この結果、自己資本比率は24.6％（前事業年度23.8％）となりました。 

  

(3）業績予想に関する定性的情報 

 今後の業績見通しにつきましては、平成24年５月18日に発表いたしました業績予想を修正しております。本日発表

の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報
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【訂正後】 

(1）経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、震災復興需要等を背景として緩やかに回復しつつあるものの、電力

供給の制約、欧州政府債務危機等による円高の長期化やデフレの影響など、景気の先行きは不透明な状況が続いてお

ります。 

 建設業界におきましては、住宅建設は持ち直しの兆しが見られたものの、民間工事における受注・価格競争の激化

や労務費の上昇など、依然として厳しい状況が続いております。 

 このような状況のもと、当社は受注高確保のため、コア事業である「商業施設」の建築及び内改装工事に加え、住

宅や介護施設等の受注活動にも積極的に取り組んでまいりました。 

 この結果、当第１四半期累計期間の業績につきましては、売上高は134億７千３百万円（前年同期比22.1％増）と

なりました。 

 損益につきましては、商業施設の完成工事高の増加に伴い、完成工事総利益が増加したことなどにより、営業利益

は３億３千４百万円となりました。また、営業外収益のうち貸倒引当金の戻入れ益が大幅に減少したことなどによ

り、経常利益は３億５千２百万円（前年同期比15.6％減）、四半期純利益は２億２百万円（前年同期比63.0％減）と

なりました。 

  

 セグメントの業績は、以下のとおりであります。 

（建設事業） 

 受注高は142億３千７百万円（前年同期比9.6％減）となりましたが、完成工事高は前期からの繰越工事高の増加な

どにより132億９千８百万円（前年同期比22.4％増）となり、次期への繰越工事高は335億４千２百万円（前年同期比

2.1％減）となりました。そして、セグメント利益は５億１千８百万円（前年同期比217.4％増）となりました。 

  

（不動産事業） 

 不動産事業売上高は１億７千４百万円（前年同期比0.0％増）、セグメント利益は２千７百万円（前年同期比

32.3％増）となりました。 

  

(2）財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期会計期間の財政状態は、資産合計が前事業年度に比べ11億５千５百万円減少し、321億９百万円とな

りました。 

 主な要因は、流動資産では現金預金が３億２千６百万円、受取手形・完成工事未収入金が15億９千３百万円減少し

た一方、未成工事支出金が10億５千７百万円増加したため、10億７千万円減少の259億３千７百万円となりました。

固定資産では投資その他の資産（その他）が６千２百万円減少したことなどにより、８千５百万円減少の61億７千２

百万円となりました。 

 負債合計は前事業年度に比べ11億５千４百万円減少し、247億６千２百万円となりました。 

 主な要因は、流動負債では支払債務の減少により支払手形・工事未払金が８億３千５百万円、短期借入金が１億８

千２百万円、賞与引当金が１億８千６百万円減少した一方、未成工事受入金が７千２百万円、その他が４億１千１百

万円増加したため、８億４千７百万円減少の217億７千１百万円となりました。固定負債では社債が２億８千９百万

円、長期借入金が２千万円それぞれ短期への振替により減少したため、３億７百万円減少の29億９千１百万円となり

ました。 

 純資産合計は前事業年度に比べ０百万円減少し、73億４千７百万円となりました。 

 主な要因は、株主資本では期末配当を行ったことにより、１億７千９百万円減少しましたが、当第１四半期累計期

間で四半期純利益を２億２百万円獲得したため、利益剰余金が２千３百万円増加しました。一方、株式等含み益の減

少により評価・換算差額等が２千４百万円減少しました。 

 この結果、自己資本比率は22.8％（前事業年度22.0％）となりました。 

  

(3）業績予想に関する定性的情報 

 今後の業績見通しにつきましては、平成24年５月18日に発表いたしました業績予想を修正しております。本日発表

の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。 
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【訂正前】 

  

３．四半期財務諸表

（１）四半期貸借対照表

（単位：百万円）

     
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当第１四半期会計期間 
（平成24年６月30日） 

資産の部 

 流動資産 

  現金預金 9,714 9,387

  受取手形・完成工事未収入金 16,080 14,499

  未成工事支出金 945 2,003

  その他 827 632

  貸倒引当金 △415 △390

  流動資産合計 27,152 26,134

 固定資産 

  有形固定資産 4,030 4,009

  無形固定資産 54 51

  投資その他の資産 

   その他 2,687 2,603

   貸倒引当金 △569 △569

   投資その他の資産合計 2,117 2,034

  固定資産合計 6,202 6,095

 資産合計 33,354 32,229
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（単位：百万円）

    
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当第１四半期会計期間 
（平成24年６月30日） 

負債の部 

 流動負債 

  支払手形・工事未払金 18,772 17,818

  短期借入金 952 770

  １年内償還予定の社債 578 578

  未払法人税等 36 46

  未成工事受入金 970 1,092

  完成工事補償引当金 82 61

  工事損失引当金 153 117

  賞与引当金 258 71

  その他 287 711

  流動負債合計 22,091 21,268

 固定負債 

  社債 1,449 1,159

  長期借入金 446 426

  退職給付引当金 842 858

  その他 561 547

  固定負債合計 3,298 2,991

 負債合計 25,390 24,259

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 4,301 4,301

  資本剰余金 186 186

  利益剰余金 3,238 3,267

  自己株式 △16 △16

  株主資本合計 7,709 7,738

 評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 224 199

  評価・換算差額等合計 224 199

 新株予約権 30 31

 純資産合計 7,964 7,969

負債純資産合計 33,354 32,229
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【訂正後】 

  

（単位：百万円）

     
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当第１四半期会計期間 
（平成24年６月30日） 

資産の部 

 流動資産 

  現金預金 9,714 9,387

  受取手形・完成工事未収入金 15,830 14,237

  未成工事支出金 944 2,001

  その他 932 700

  貸倒引当金 △415 △390

  流動資産合計 27,007 25,937

 固定資産 

  有形固定資産 4,030 4,009

  無形固定資産 54 51

  投資その他の資産 

   その他 2,742 2,680

   貸倒引当金 △569 △569

   投資その他の資産合計 2,173 2,110

  固定資産合計 6,257 6,172

 資産合計 33,265 32,109
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（単位：百万円）

    
前事業年度 

（平成24年３月31日） 
当第１四半期会計期間 
（平成24年６月30日） 

負債の部 

 流動負債 

  支払手形・工事未払金 19,001 18,165

  短期借入金 952 770

  １年内償還予定の社債 578 578

  未払法人税等 36 46

  未成工事受入金 1,019 1,092

  完成工事補償引当金 82 61

  工事損失引当金 402 285

  賞与引当金 258 71

  その他 287 699

  流動負債合計 22,618 21,771

 固定負債 

  社債 1,449 1,159

  長期借入金 446 426

  退職給付引当金 842 858

  その他 561 547

  固定負債合計 3,298 2,991

 負債合計 25,917 24,762

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 4,301 4,301

  資本剰余金 186 186

  利益剰余金 2,621 2,644

  自己株式 △16 △16

  株主資本合計 7,092 7,115

 評価・換算差額等 

  その他有価証券評価差額金 224 199

  評価・換算差額等合計 224 199

 新株予約権 30 31

 純資産合計 7,347 7,347

負債純資産合計 33,265 32,109
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【訂正前】 

  

（２）四半期損益計算書

（第１四半期累計期間）

（単位：百万円）

   
前第１四半期累計期間 

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

売上高 11,111 13,436

売上原価 10,615 12,680

売上総利益 496 755

販売費及び一般管理費 408 425

営業利益 87 330

営業外収益 

 受取利息 1 3

 受取配当金 6 7

 貸倒引当金戻入額 438 25

 その他 0 4

 営業外収益合計 447 40

営業外費用 

 支払利息 11 10

 支払保証料 6 6

 その他 2 4

 営業外費用合計 20 21

経常利益 515 348

特別損失 

 固定資産除却損 0 －

 投資有価証券評価損 5 －

 特別損失合計 5 －

税引前四半期純利益 509 348

法人税、住民税及び事業税 1 23

法人税等調整額 227 116

法人税等合計 228 140

四半期純利益 280 208
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【訂正後】 

  

（単位：百万円）

   
前第１四半期累計期間 

（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

売上高 11,039 13,473

売上原価 10,640 12,713

売上総利益 398 759

販売費及び一般管理費 408 425

営業利益又は営業損失（△） △9 334

営業外収益 

 受取利息 1 3

 受取配当金 6 7

 貸倒引当金戻入額 438 25

 その他 0 4

 営業外収益合計 447 40

営業外費用 

 支払利息 11 10

 支払保証料 6 6

 その他 2 4

 営業外費用合計 20 21

経常利益 418 352

特別損失 

 固定資産除却損 0 －

 投資有価証券評価損 5 －

 特別損失合計 5 －

税引前四半期純利益 412 352

法人税、住民税及び事業税 1 23

法人税等調整額 △136 126

法人税等合計 △135 150

四半期純利益 547 202

－ 10 －



【訂正前】 

(1）受注高 

  

(2）売上高 

  

４．受注高・売上高・繰越高の状況

（単位：百万円）

項目 

前第１四半期累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

（参考）前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  417 2.7％  15 0.1％  817 1.4％ 

民間  15,299 97.1   14,219 99.9   59,484 98.4  

計  15,717 99.8   14,235 100.0   60,302 99.8  

土 
木 

官公庁 － －  － －   3 0.0  

民間  33 0.2   1 0.0   139 0.2  

計  33 0.2   1 0.0   143 0.2  

計 

官公庁  417 2.7   15 0.1   820 1.4  

民間  15,333 97.3   14,221 99.9   59,624 98.6  

計  15,751 100.0   14,237 100.0   60,445 100.0  

（単位：百万円）

項目 

前第１四半期累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

（参考）前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  346 3.1％  182 1.4％  2,258 3.9％ 

民間  10,559 95.0   13,078 97.3   55,050 94.6  

計  10,905 98.1   13,261 98.7   57,308 98.5  

土 
木 

官公庁  － －   － －   3 0.0  

民間  31 0.3   1 0.0   150 0.3  

計  31 0.3   1 0.0   153 0.3  

計 

官公庁  346 3.1   182 1.4   2,261 3.9  

民間  10,590 95.3   13,079 97.3   55,201 94.9  

計  10,936 98.4   13,262 98.7   57,462 98.8  

不動産事業  174 1.6   174 1.3   695 1.2  

合計  11,111 100.0   13,436 100.0   58,157 100.0  

－ 11 －



(3）次期繰越高 

  

（単位：百万円）

項目 

前第１四半期会計期間 
（平成23年６月30日） 

当第１四半期会計期間 
（平成24年６月30日） 

（参考）前事業年度 
（平成24年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  1,931 5.7％  252 0.8％  419 1.3％ 

民間  32,146 94.1   32,981 99.1   31,840 98.6  

計  34,078 99.8   33,234 99.9   32,259 99.9  

土 
木 

官公庁  － －   － －   － －  

民間  58 0.2   45 0.1   45 0.1  

計  58 0.2   45 0.1   45 0.1  

計 

官公庁  1,931 5.7   252 0.8   419 1.3  

民間  32,205 94.3   33,027 99.2   31,885 98.7  

計  34,137 100.0   33,279 100.0   32,305 100.0  

－ 12 －



【訂正後】 

(1）受注高 

  

(2）売上高 

  

（単位：百万円）

項目 

前第１四半期累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

（参考）前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  417 2.7％  15 0.1％  817 1.4％ 

民間  15,299 97.1   14,219 99.9   59,484 98.4  

計  15,717 99.8   14,235 100.0   60,302 99.8  

土 
木 

官公庁 － －  － －   3 0.0  

民間  33 0.2   1 0.0   139 0.2  

計  33 0.2   1 0.0   143 0.2  

計 

官公庁  417 2.7   15 0.1   820 1.4  

民間  15,333 97.3   14,221 99.9   59,624 98.6  

計  15,751 100.0   14,237 100.0   60,445 100.0  

（単位：百万円）

項目 

前第１四半期累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

当第１四半期累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日） 

（参考）前事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  334 3.0％  296 2.2％  2,146 3.7％ 

民間  10,498 95.1   13,001 96.5   54,903 94.8  

計  10,833 98.1   13,297 98.7   57,049 98.5  

土 
木 

官公庁  － －   － －   3 0.0  

民間  31 0.3   1 0.0   150 0.3  

計  31 0.3   1 0.0   153 0.3  

計 

官公庁  334 3.0   296 2.2   2,149 3.7  

民間  10,530 95.4   13,002 96.5   55,053 95.1  

計  10,864 98.4   13,298 98.7   57,203 98.8  

不動産事業  174 1.6   174 1.3   695 1.2  

合計  11,039 100.0   13,473 100.0   57,898 100.0  

－ 13 －



(3）次期繰越高 

  

（単位：百万円）

項目 

前第１四半期会計期間 
（平成23年６月30日） 

当第１四半期会計期間 
（平成24年６月30日） 

（参考）前事業年度 
（平成24年３月31日） 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

建 
設 
事 
業 

建 
築 

官公庁  1,945 5.7％  252 0.8％  533 1.6％ 

民間  32,244 94.1   33,243 99.1   32,025 98.3  

計  34,190 99.8   33,496 99.9   32,558 99.9  

土 
木 

官公庁  － －   － －   － －  

民間  58 0.2   45 0.1   45 0.1  

計  58 0.2   45 0.1   45 0.1  

計 

官公庁  1,945 5.7   252 0.8   533 1.6  

民間  32,302 94.3   33,289 99.2   32,070 98.4  

計  34,248 100.0   33,542 100.0   32,603 100.0  

－ 14 －




